
 

 

甲 第 １１６ 号 議 案 

   岡山市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

岡山市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年市条例第６３号）の一部を次のように

改正する。 

第５条中第４項を削り，第５項を第４項とし，第６項を第５項とする。 

第１０条第５項中「，提出者がこれに署名押印し」を削る。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 審査申出人の審査申出書への押印の義務を廃止する等のため，本条例の一部を改正しよ

うとするものである。 



 

 

甲 第 １１７ 号 議 案 

   岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市市税条例等の一部を改正する条例 

 （岡山市市税条例の一部改正） 

第１条 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第３項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養

親族に限る。以下この項及び附則第３条の３第１項において同じ。）」を加える。 

第２６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限

る」に改める。 

附則第４条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第９条の２の２第３項中「附則第１５条第１９項」を「附則第１５条第１６項」

に改め，同条第４項中「附則第１５条第２６項」を「附則第１５条第２３項」に改め，

同条第５項中「附則第１５条第２７項第１号」を「附則第１５条第２４項第１号」に改

め，同条第６項中「附則第１５条第２７項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」

に改め，同条第７項中「附則第１５条第２７項第３号」を「附則第１５条第２４項第３

号」に改め，同条第８項中「附則第１５条第２８項第１号」を「附則第１５条第２５項

第１号」に改め，同条第９項中「附則第１５条第２８項第２号」を「附則第１５条第２

５項第２号」に改め，同条第１０項中「附則第１５条第３０項第１号イ」を「附則第１

５条第２７項第１号イ」に改め，同条第１１項中「附則第１５条第３０項第１号ロ」を

「附則第１５条第２７項第１号ロ」に改め，同条第１２項中「附則第１５条第３０項第

１号ハ」を「附則第１５条第２７項第１号ハ」に改め，同条第１３項中「附則第１５条



 

 

第３０項第１号ニ」を「附則第１５条第２７項第１号ニ」に改め，同条第１４項中「附

則第１５条第３０項第２号イ」を「附則第１５条第２７項第２号イ」に改め，同条第１

５項中「附則第１５条第３０項第２号ロ」を「附則第１５条第２７項第２号ロ」に改め，

同条第１６項中「附則第１５条第３０項第２号ハ」を「附則第１５条第２７項第２号

ハ」に改め，同条第１７項中「附則第１５条第３０項第３号イ」を「附則第１５条第２

７項第３号イ」に改め，同条第１８項中「附則第１５条第３０項第３号ロ」を「附則第

１５条第２７項第３号ロ」に改め，同条第１９項中「附則第１５条第３０項第３号ハ」

を「附則第１５条第２７項第３号ハ」に改め，同条第２０項中「附則第１５条第３４

項」を「附則第１５条第３０項」に改め，同条第２１項中「附則第１５条第３８項」を

「附則第１５条第３４項」に改め，同条第２２項中「附則第１５条第３９項」を「附則

第１５条第３５項」に改め，同条第２３項を削り，同条第２４項中「附則第１５条第４

７項」を「附則第１５条第４２項」に改め，同項を同条第２３項とし，同項の次に次の

１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する条例で定める割合は，３分の１とする。 

附則第９条の２の２第２６項中「同意導入促進基本計画」の次に「（中小企業等経営

強化法（平成１１年法律第１８号）第５０条第２項に規定する同意導入促進基本計画を

いう。）」を加え，「同条」を「法附則第６４条」に，「家屋及び構築物」を「特例対

象資産」に改める。 

附則第２８条に次の１項を加える。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法第６

条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第５条の３の２第１項の規定の

適用については，同項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と，「令和３

年」とあるのは「令和４年」とする。 

（岡山市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 岡山市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年市条例第４２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条のうち，岡山市市税条例第２９条の８第１０項の改正規定中「第３２１条の８

第５２項」を「第３２１条の８第６０項」に，「同条第５２項」を「同条第６０項」に



 

 

改め，同条第１６項の改正規定中「第３２１条の８第６１項」を「第３２１条の８第６

９項」に改める。 

第２条のうち，岡山市市税条例第２９条の１２第４項の改正規定中「「又は第３１

項」に」の次に「，「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」

に」を加える。 

第２条のうち，岡山市市税条例第３０条の改正規定中「第３０条第４項」を「第３０

条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に改め，同

条第４項」に改める。 

第２条のうち，岡山市市税条例附則第２条の２第２項の改正規定の次に次のように加

える。 

附則第３条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の２４第１項の規

定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期限」を削り，

同条第２項中「又は法第３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算

定期間」を削る。 

   附 則 

  （施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各

号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中岡山市市税条例附則第４条の改正規定 令和４年１月１日 

  (2) 第１条中岡山市市税条例第１６条第３項及び第２６条の３の３第１項の改正規定並

びに次条の規定 令和６年１月１日 

  (3) 第１条中岡山市市税条例附則第９条の２の２第２６項の改正規定並びに附則第３条

第３項及び第４項の規定 この条例の公布の日又は産業競争力強化法等の一部を改正

する等の法律（令和３年法律第  号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の

いずれか遅い日 

  (4) 第１条中岡山市市税条例附則第９条の２の２第２４項を同条第２３項とし，同項の

次に１項を加える改正規定（第２３項の次に１項を加える部分に限る。） この条例

の公布の日又は特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律



 

 

第３１号）の施行の日のいずれか遅い日 

  （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）の規定

中個人の市民税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

  （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和

３年度以後の年度分の固定資産税について適用し，令和２年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 

２ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３月３１

日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改

正する法律（令和３年法律第７号。第４項において「改正法」という。）第１条の規定

による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」とい

う。）附則第１５条第４１項に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業

者等」という。）が取得（同条第４１項に規定する取得をいう。以下この項において同

じ。）をした同条第４１項に規定する機械装置等（以下この項において「機械装置等」

という。）（中小事業者等が，同条第４１項に規定するリース取引（以下この項におい

て「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業

を行う者が適用期間内に取得をした同条第４１項に規定する先端設備等に該当する機械

装置等を，適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該機械装置等

を含む。）に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

３ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日から令和３年

３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に旧法附則第６

４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得

（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する家屋

及び構築物（中小事業者等が，同条に規定するリース取引（以下この項において「リー

ス取引」という。）に係る契約により家屋及び構築物を引き渡して使用させる事業を行

う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する家屋及び構築物を，



 

 

適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該家屋及び構築物を含

む。）に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

４ 新条例附則第９条の２の２第２６項の規定は，令和３年４月１日以後に改正法第１条

の規定による改正後の地方税法附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項にお

いて「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項にお

いて同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資

産」という。）（中小事業者等が，同条に規定するリース取引（以下この項において

「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業

を行う者が当該特例対象資産のうち，機械及び装置，工具，器具及び備品並びに同条に

規定する建物附属設備にあっては生産性向上特別措置法の施行の日以後，家屋及び構築

物にあっては地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日以

後に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を，令和３年４月１

日以後にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に

対して課する附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日

（当該施行の日が１月１日である場合には，同日）を賦課期日とする年度以後の年度分

の固定資産税について適用する。この場合において，令和３年４月１日から同号に掲げ

る規定の施行の日の前日までの間に取得をした特例対象資産に対する新条例附則第９条

の２の２第２６項の規定の適用については，同項中「中小企業等経営強化法（平成１１

年法律第１８号）第５０条第２項」とあるのは，「生産性向上特別措置法（平成３０年

法律第２５号）第３８条第２項」とする。 

 

 

提案理由 

 地方税法等の一部改正に伴い，固定資産税の課税標準の特例措置その他所要の措置を講

ずるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１８ 号 議 案 

   岡山市証明事務等手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市証明事務等手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市証明事務等手数料条例の一部を改正する条例 

 岡山市証明事務等手数料条例（平成１２年市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第１８号を削り，第１９号を第１８号とし，第２０号から第３１号までを１号

ずつ繰り上げる。 

   附 則 

この条例は，令和３年９月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に

伴い，個人番号カードの再発行に係る手数料の負担の根拠を改めるため，本条例の一部を

改正しようとするものである。 



甲 第 １１９ 号 議 案 

   岡山市心身障害者医療費給付条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市心身障害者医療費給付条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市心身障害者医療費給付条例の一部を改正する条例 

 岡山市心身障害者医療費給付条例（昭和４７年市条例第４９号）の一部を次のように改

正する。 

 附則に次の１項を加える。 

９ 令和３年７月１日から同月３１日までの間における第３条第２項第２号の規定の適用

においては，年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の一部の

施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和２年政令第３６９号）附則第２条第５

項中「令和３年８月」とあるのは「令和３年７月」とし，国民年金法施行令等の一部を

改正する政令（令和３年政令第９９号）附則第１条第２号中「令和３年８月１日」とあ

るのは「令和３年７月１日」とする。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

税制改正における所得控除，給与所得控除等の改正による心身障害者医療費の受給対象

者への影響を回避するため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２０ 号 議 案 

   岡山市養護老人ホーム条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市養護老人ホーム条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市養護老人ホーム条例の一部を改正する条例 

 岡山市養護老人ホーム条例（昭和３９年市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

第１条の５中第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加え

る。 

 (2) 養護老人ホームの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収入の実績 

 第１条の５の次に次の１条を加える。 

（利用料金） 

第１条の６ 利用料金は，指定管理者にその収入として収受させる。  

２ 利用料金は，次の各号に掲げるサービスの区分に応じ，当該各号に定める額の範囲内

において，指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。 

(1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく居宅サービス 同法の規定により

定められた当該サービスに係る費用の額 

(2) 介護保険法に基づく介護予防サービス 同法の規定により定められた当該サービス

に係る費用の額 

(3) 前２号に掲げるサービス以外のサービス 当該サービスに係る実費相当額 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 



提案理由 

 養護老人ホームに利用料金制を設けるため，本条例の一部を改正しようとするものであ

る。 



甲 第 １２１ 号 議 案 

岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例の制定について 

岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正 

する条例 

岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第９

６号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第１４章 児童家庭支援センター（第１１１条―第１１３条）」を 

「第１４章 児童家庭支援センター（第１１１条―第１１３条）   

 第１５章 雑則（第１１４条）              」 

第３１条第１項第４号ア中「第１２条の３第２項第４号」を「第１２条の３第２項第６

号」に，「児童福祉事業」を「相談援助業務（法第１３条第３項第２号に規定する相談援

助業務をいう。以下同じ。）」に，「児童福祉に関する事務」を「相談援助業務」に改め，

同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改める。 

第３９条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関す

る事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改

める。 

第６０条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関す

る事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改

める。 

に改める。 



第８３条第４項ただし書を次のように改める。 

ただし，同項各号に掲げる施設及び場合に応じ，それぞれ当該各号に定める職員を置

かないことができる。 

第９４条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関す

る事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改

める。 

第１０２条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関

する事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に

改める。 

第１４章の次に次の１章を加える。 

第１５章 雑則 

（電磁的記録） 

第１１４条 児童福祉施設及びその職員は，記録，作成その他これらに類するもののうち，

この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その

他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

ものについては，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第８３条第４項ただし書の改

正規定は公布の日から，目次の改正規定及び第１４章の次に１章を加える改正規定は令

和３年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に乳児院，母子生活支援施設，児童養護施設，児童心理治療施

設及び児童自立支援施設の長（以下この項において「乳児院等の長」という。）として

勤務している者については，この条例による改正後の岡山市児童福祉施設の設備及び運



営に関する基準を定める条例に規定する乳児院等の長として勤務している者とみなす。 

 

 

提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）の一部改正

に伴い，児童福祉施設における記録等について，電磁的記録により行うことを可能とする

とともに，乳児院等の長の資格要件を改める等のため，本条例の一部を改正しようとする

ものである。 



甲 第 １２２ 号 議 案 

岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める 

条例の一部を改正する条例の制定について 

岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める 

条例の一部を改正する条例 

岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年市条例第７９号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第７章 多機能型事業所に関する特例（第８９条―第９１条）」を

「第７章 多機能型事業所に関する特例（第８９条―第９１条） 

第８章 雑則（第９２条）                」 

 第５条第５項中「第２項」を「前２項」に改める。 

 第６条第７項中「及び第４項第１号」を「，第４項第１号及び次項」に改める。 

 第７２条第２項中「この場合において，当該機能訓練担当職員が指定放課後等デイサー

ビスの単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提

供に当たる場合には，当該機能訓練担当職員の数を児童指導員，保育士又は障害福祉サー

ビス経験者の合計数に含めることができる。」を削り，同条第５項中「第２項」を「前２

項」に改める。 

 第７章の次に次の１章を加える。 

第８章 雑則 

（電磁的記録等） 

に改める。 



第９２条 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は，作成，保存その他これらに類

するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，

副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている

又は想定されるもの（第１３条第１項（第１３条第４項，第５４条の５，第５８条，第

７０条，第７７条，第７７条の２，第８０条，第８０条の９及び第８８条において準用

する場合を含む。），第１７条（第５４条の５，第５８条，第７０条，第７７条，第７

７条の２，第８０条，第８０条の９及び第８８条において準用する場合を含む。）及び

次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。 

２ 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は，交付，説明，同意その他これらに類

するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，

当該交付等の相手方が障害児又は通所給付決定保護者である場合には当該障害児又は当

該通所給付決定保護者に係る障害児の障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に

代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識することが

できない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，目次の改正規定及び第７章の次に１章を

加える改正規定は，令和３年７月１日から施行する。 

 

提案理由 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成２

４年厚生労働省令第１５号）の一部改正に伴い，指定障害児通所支援事業者等における記

録等について，電磁的記録により行うことを可能とする等のため，本条例の一部を改正し

ようとするものである。 



甲 第 １２３ 号 議 案 

   岡山市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める 

条例の一部を改正する条例 

 岡山市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年市条例第８０号）の一部を次のように改正する。 

目 次 中 「  第 ３ 節  運 営 に 関 す る 基 準 （ 第 ５ ４ 条 ― 第 ５ ７ 条 ） 」 を 

「 第３節 運営に関する基準（第５４条―第５７条） 

第４章 雑則（第５８条）            」 

第３章の次に次の１章を加える。 

第４章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５８条 指定障害児入所施設等及びその従業者は，作成，保存その他これらに類するも

ののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるもの（第１０条（第５７条において準用する場合を含む。），第１４条第１項

（第５７条において準用する場合を含む。）及び次項に規定するものを除く。）につい

ては，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の

に改める。 



知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定障害児入所施設等及びその従業者は，交付，説明，同意その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規定

されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，当該交

付等の相手方が障害児又は入所給付決定保護者である場合には当該障害児又は当該入所

給付決定保護者に係る障害児の障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，

電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない

方法をいう。）によることができる。 

附 則 

 この条例は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準（平成２

４年厚生労働省令第１６号）の一部改正に伴い，指定障害児入所施設等における記録等に

ついて，電磁的記録により行うことを可能とする等のため，本条例の一部を改正しようと

するものである。 



甲 第 １２４ 号 議 案 

   岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例 

岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年市条例第８１号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第１７章 離島その他の地域における基準該当障害福祉サービスに関する基準 

「第１７章 離島その他の地域における基準該当障害福 

                第１８章 雑則（第２１３条） 

祉サービスに関する基準（第２０８条―第２１２条） 

                        」 

第２１２条第１項中「「特例介護給付費」」を「「特例介護給付費又は特例訓練等給付

費」」に改める。 

第１７章の次に次の１章を加える。 

第１８章 雑則 

（電磁的記録等） 

第２１３条 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は，作成，保存その他これらに

類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正

本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

に改める。 

（第２０８条―第２１２条）」を 



された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されて

いる又は想定されるもの（第１０条第１項（第１０条第４項，第４４条，第４４条の４，

第４９条，第９５条，第９５条の５，第１２３条，第１５０条，第１５０条の４，第１

６０条，第１６０条の４，第１７３条，第１８７条，第１９２条，第１９６条，第１９

６条の１２，第１９６条の２０及び第２１２条第１項において準用する場合を含む。），

第１４条（第４４条，第４４条の４，第４９条，第７８条，第９５条，第９５条の５，

第１１０条，第１１０条の４，第１２３条，第１５０条，第１５０条の４，第１６０条，

第１６０条の４，第１７３条，第１８７条，第１９２条，第１９６条，第１９６条の１

２，第１９６条の２０，第２０３条，第２０３条の１１，第２０３条の２２及び第２１

２条第１項において準用する場合を含む。），第５４条第１項（第５４条第３項におい

て準用する場合を含む。），第１０４条第１項（第１１０条の４において準用する場合

を含む。），第２００条の３第１項（第２０３条の１１及び第２０３条の２２において

準用する場合を含む。）及び次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は，交付，説明，同意，締結その他これ

らに類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行

うことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を

得て，当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障害の特性に応じ

た適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

この条例は，令和３年７月１日から施行する。ただし，第２１２条第１項の改正規定は，

公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１

号）の一部改正に伴い，指定障害福祉サービス事業者における記録等について，電磁的記

録により行うことを可能とする等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 

 



甲 第 １２５ 号 議 案 

   岡山市指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める 

   条例の一部を改正する条例 

 岡山市指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年市条例第８２号）の一部を次のように改正する。 

目 次 中 「  第 ３ 節  運 営 に 関 す る 基 準 （ 第 １ ０ 条 ― 第 ６ ０ 条 ） 」 を 

「 第３節 運営に関する基準（第１０条―第６０条） 

第３章 雑則（第６１条）            」   

第２章の次に次の１章を加える。 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第６１条 指定障害者支援施設等及びその従業者は，作成，保存その他これらに類するも

ののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるもの（第１１条第１項，第１５条及び次項に規定するものを除く。）について

は，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による

に改める。 



情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定障害者支援施設等及びその従業者は，交付，説明，同意，締結その他これらに類

するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，

当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適切

な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚

によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

 この条例は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援

施設等の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号）の一部

改正に伴い，指定障害者支援施設等における記録等について，電磁的記録により行うこと

を可能とする等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２６ 号 議 案 

   岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例の制定について 

 岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例 

 岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市

条例第８３号）の一部を次のように改正する。 

目 次 中 「 第 ９ 章  多 機 能 型 に 関 す る 特 例 （ 第 ８ ９ 条 ― 第 ９ １ 条 ） 」 を 

「第９章 多機能型に関する特例（第８９条―第９１条） 

第１０章 雑則（第９２条）            」 

 第９章の次に次の１章を加える。 

第１０章 雑則 

（電磁的記録等） 

第９２条 障害福祉サービス事業者及びその職員は，作成，保存その他これらに類するも

ののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるもの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に

係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものを

に改める。 



いう。）により行うことができる。 

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員は，交付，説明，同意，締結その他これらに類

するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，

当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適切

な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚

によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

この条例は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービ

ス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７４号）の一部改正に

伴い，障害福祉サービス事業者における記録等について，電磁的記録により行うことを可

能とする等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 

 

  

 



甲 第 １２７ 号 議 案 

   岡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例の制定について 

 岡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改 

   正する条例 

 岡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第

８４号）の一部を次のように改正する。 

目 次 中 「 第 ２ 章  設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 （ 第 ４ 条 ― 第 ４ ６ 条 ） 」 を 

「第２章 設備及び運営に関する基準（第４条―第４６条） 

第３章 雑則（第４７条）              」   

第２章の次に次の１章を加える。 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第４７条 障害者支援施設及びその職員は，作成，保存その他これらに類するもののうち，

この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その

他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

もの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁

的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

に改める。 



により行うことができる。 

２ 障害者支援施設及びその職員は，交付，説明，同意，締結その他これらに類するもの

（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規定さ

れている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，当該交付

等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮を

しつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

 この条例は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設

の設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７７号）の一部改正に伴い，

障害者支援施設における記録等について，電磁的記録により行うことを可能とする等のた

め，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２８ 号 議 案 

   岡山市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例の制定について 

 岡山市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例 

 岡山市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市

条例第９４号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条の次に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第２０条 地域活動支援センター及びその職員は，記録，保存その他これらに類するもの

のうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるもの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に

係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。 

２ 地域活動支援センター及びその職員は，説明，同意その他これらに類するもの（以下

「説明等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規定されてい

る又は想定されるものについては，当該説明等の相手方の承諾を得て，当該説明等の相



手方が利用者である場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，

書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識する

ことができない方法をいう。）によることができる。 

   附 則 

 この条例は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援セ

ンターの設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７５号）の一部改正に

伴い，地域活動支援センターにおける記録等について，電磁的記録により行うことを可能

とする等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２９ 号 議 案 

   岡山市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 岡山市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す 

る条例 

 岡山市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第９５

号）の一部を次のように改正する。 

第１７条の次に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第１８条 福祉ホーム及びその職員は，記録，保存その他これらに類するもののうち，こ

の条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その他

文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるも

の（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的

記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。 

２ 福祉ホーム及びその職員は，説明，同意その他これらに類するもの（以下「説明等」

という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定

されるものについては，当該説明等の相手方の承諾を得て，当該説明等の相手方が利用



者である場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代

えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識することがで

きない方法をいう。）によることができる。    

附 則 

この条例は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの設

備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７６号）の一部改正に伴い，福祉

ホームにおける記録等について，電磁的記録により行うことを可能とする等のため，本条

例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １３０ 号 議 案 

   岡山市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の制定について 

 岡山市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する 

条例 

 岡山市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第７４

号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条の次に次の２条を加える。 

 （就業環境の整備） 

第１１条の２ 保護施設は，利用者に対し適切な処遇を行う観点から，職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。 

 （業務継続計画の策定等） 

第１１条の３ 保護施設は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対する処遇を

継続的に行うための，及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければ

ならない。 

２ 保護施設は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，必要な研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 



３ 保護施設は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

 第１２条中第５項を第６項とし，第４項を第５項とし，第３項の次に次の１項を加える。 

４ 保護施設は，前項に規定する訓練の実施に当たって，地域住民の参加が得られるよう

連携に努めなければならない。 

 第２１条第２項中「感染症」の次に「又は食中毒」を加え，「必要な措置を講ずるよう

努めなければ」を「，次に掲げる措置を講じなければ」に改め，同項に次の各号を加える。 

(1) 当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができるも

のとする。）を定期的に開催するとともに，その結果について，職員に周知徹底を図

ること。 

(2) 当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整

備すること。 

(3) 当該救護施設において，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するこ

と。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和３年８月１日から施行する。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

２ 令和６年３月３１日までの間，この条例による改正後の岡山市保護施設の設備及び運

営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第１１条の３の規定の適用に

ついては，「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と，「実施しなけ

れば」とあるのは「実施するよう努めなければ」と，「行う」とあるのは「行うよう努

める」とする。 

（感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

３ 令和６年３月３１日までの間，新条例第２１条第２項（新条例第２９条，第３５条及

び第４１条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，「講じなけれ 



ば」とあるのは，「講ずるよう努めなければ」とする。 

 

 

提案理由 

 救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準（昭和４

１年厚生省令第１８号）の一部改正に伴い，保護施設における業務継続計画の策定の義務

等を定めるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １３１ 号 議 案 

   岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

 岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

 岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条例

第１２１号）の一部を次のように改正する。 

目 次 中 「 第 ５ 章  事 業 所 内 保 育 事 業 （ 第 ４ ２ 条 ― 第 ４ ８ 条 ） 」 を 

「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

第６章 雑則（第４９条）           」 

第６条第１項中「。第３号」を「。以下この条」に改め，同項第３号中「この号」の次

に「及び第４項第１号」を加え，同条第５項中「，次に」を「次に」に，「行う者」を

「行う施設」に改める。 

第５章の次に次の１章を加える。 

   第６章 雑則 

 （電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は，記録，作成その他これらに類するものの

うち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複

本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定

に改める。 



されるものについては，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。ただし，目次の改正規定及び第５章の次に１章を

加える改正規定は，令和３年７月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の

一部改正に伴い，家庭的保育事業者等における記録等について，電磁的記録により行うこ

とを可能とする等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １３２ 号 議 案 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例の一

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す   

る条例の一部を改正する条例 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例（平

成２７年市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表中備考３を削り，備考４を備考３とし，備考５を備考４とし，同表備考６中「備考

４及び備考５」を「備考３及び備考４」に改め，同備考を同表備考５とし，同表備考７中

「児童福祉法」の次に「第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者

又は同法」を加え，同備考を同表備考６とする。 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ 改正後の岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す

る条例は，令和３年９月以後の月分の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の

利用に関し，教育・保育給付認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用について適用

し，同年８月分までの特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用に関し，教

育・保育給付認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用については，なお従前の例に

よる。 

３ 前項の規定にかかわらず，改正後の別表備考６の規定は，令和３年４月以後の月分の



特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用に関し，教育・保育給付認定保護

者又は扶養義務者から徴収する費用について適用し，同年３月分までの特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業等の利用に関し，教育・保育給付認定保護者又は扶養義務

者から徴収する費用については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 子ども・子育て支援法施行令等の一部改正に伴い，ファミリーホームへの委託児童が特

定教育・保育施設等を利用する場合の利用者負担額を無料とする等のため，本条例の一部

を改正しようとするものである。 



甲 第 １３３ 号 議 案 

   岡山市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例 

 岡山市自転車等駐車場条例（昭和６３年市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の３無料自転車等駐車場の表築港新町バス停自転車駐車場の項の次に次のよう

に加える。 

千鳥町バス停自転車駐車場 岡山市南区千鳥町 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 千鳥町バス停自転車駐車場を設置するため，本条例の一部を改正しようとするものであ

る。 

 



甲 第 １３４ 号 議 案 

岡山市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

岡山市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ３ 年 ６ 月 ７ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市公園条例の一部を改正する条例 

 岡山市公園条例（昭和３５年市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（都市公園法施行令第１２条第２項第１０号の条例で定める仮設の施設） 

第１２条の２ 都市公園法施行令第１２条第２項第１０号の規定に基づき市の設置に係る

都市公園において条例で定める仮設の施設は，仮設の学校教育法（昭和２２年法律第２

６号）第１条に規定する幼稚園のうち地方公共団体が設置するものとする。 

別表第２第１項の表岡山操車場跡地公園（仮称）の部に次のように加える。 

 

別表第４第１項の表に備考として次のように加える。 

備考 本表の規定にかかわらず，入札により本表に定める公園施設を設け又は管理する

者（以下この備考において「設置者等」という。）を特定する場合の使用料の額は当

該入札の落札金額とし，提案内容に使用料の額を含む企画競争により設置者等を特定

する場合の使用料の額は当該企画競争の際に特定した設置者等が提案した金額とする。

この場合において，使用料の額は，本表に規定する金額を下回つてはならないものと

する。 

別表第５第１２項の表に次のように加える。 

岡山操車場跡地

公園（仮称）駐

普通自動車 

 

１台につき 

 

最初の１時間まで無料，以後３０

分につき１００円 

駐車場 



車場 大型乗用自動車 １台につき 最初の３０分まで無料，以後１回

につき５２０円 

 附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。ただし，別表第２第１項の表岡山操車場跡地公園

（仮称）の部に次のように加える改正規定及び別表第５第１２項の表に次のように加える

改正規定は，公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施

行する。 

 

 

提案理由 

 都市公園の占用が可能な仮設の施設及び入札により公園施設の設置者を特定する場合等

の当該施設の使用料の額を定めるとともに，岡山操車場跡地公園（仮称）に有料駐車場を

設置する等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 


